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申請者情報

別紙１ デジタル実装タイプ（TYPE1）実施計画

1

都道府県名 千葉県

市区町村等名 白井市

地方公共団体コード 122327

担当部局名 都市建設部都市計画課

責任者名（ふりがな）／役職 ⼩島 健太郎（        ）／課⻑

担当者名（ふりがな）／役職 ⻑⾕川 博篤（はせがわ ひろあつ）／主任主事

電話番号（代表・直通） 047-492-1111（代）／047-401-4695（直）

メールアドレス koutsuuseisaku@city.shiroi.lg.jp

マイナンバーカード申請件数
（2023年１⽉末時点） 44,829件

         申請率
（2023年１⽉末時点） 71.47％

R3補正「デジタル田園都市国家構想
推進交付⾦    実装    

採択事業数

TYPE1 0事業

TYPE2/3 ０事業 ２



事業概要 【バスロケーションシステム導入・運用事業】

実施地域 千葉県白井市 事業費 3,514千円

実施主体 千葉県白井市 人口 62,845人(R4.12末)

事業概要
市のコミュニティバスにGPS等 搭載  渋滞 ⾬   理由      遅延    等 運⾏状況 位置情

報 利⽤者        確認           
   運⾏状況等 可視化         利便性 向上       利⽤者 運⾏状況 応  交通⼿

段 選択     容易        市内全体 公共交通 利⽤促進 ⾒込    

具体
サービス

【バスロケーションシステム】
•          運⾏状況等 利⽤者 提供

するもので、下記3つの機能により構成される。
①運⾏状況等通信機能
• GPS等の機能により、バスの位置情報データを

サーバに送信する。
• 位置情報データを送信する際、系統・ルート等の

基礎運⾏情報 紐    併  送信   
②運⾏状況等処理機能
• 運⾏状況等通信      受信  位置情

報データ等を遅延情報等に変換する。
③運⾏状況等確認機能
• 処理     変換  位置情報 遅延情報

等  利⽤者         PC等から確認で
きるよう表示する。

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①バスロケーションシステムへのアクセス数
②運⾏状況 関  電話問 合  件数

【アウトカム指標（成果指標）】
①利⽤者満⾜度
②公共交通利⽤者数

2

ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ

ﾃﾞｰﾀ収集・変換検索

情報提供

通信

利用者 バス

[通信機能]

[確認機能] [処理機能]
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サービス内容（政策目的への適合性）

事業の実施によって解決を図る課題及び実現したい地域像

■事業の実施によって解決を図る課題

現在 市                 運⾏状況 把握  ⼿段      例  交通事故 突発的 ⾞両故
障等      運⾏状況 遅延情報 即時 利⽤者 提供         状況    
運⾏状況    利⽤者  問 合      際   市  各交通事業者 問 合   各交通事業者 確

認  後 市 情報提供            市  利⽤者        情報 提供            課
題がある。
本     導⼊        利⽤者 市 運⾏状況        確認              上記課題 

解決 資       利⽤者   利⽤ 利便性 向上 ⾒込  

3

■事業の実施により将来的に実現したい地域像

   運⾏状況        可視化         時々 運⾏状況 利⽤者 状況等 応   利⽤者  
   適切 交通⼿段 選択     可能    
       市          含 公共交通全体 利便性 向上    伴 利⽤促進     市 公共交

通の活性化に資する。

４



サービス概要

サービス内容
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サービス名 バスロケーションシステム 事業費 3,514千円

ターゲット 市              号 利⽤者

展開エリア 千葉県白井市全域及 運⾏   上 印⻄市 鎌 ⾕市 柏市 ⼀部地域

サービス内容（事業分野 ⑥交通 物流）

                  位置 近接情報 遅延情報          運⾏状況 確認      時刻 
   検索   停 位置情報等 基礎情報 組 合     利⽤全体    利便性 向上 資     

?

 乗      今       
    定刻     来   
        知    
   停        
 時刻表 知    

 

ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ
の導入

利⽤者 疑問 課題解決・UX向上※イメージ

ウエルぷらっと

[ウエルぷらっと]あと2分でバスが到着します。

■ 位置情報
■ 遅延情報
■ 時刻    検索
■   停検索 等

バスロケーションシステムの機能により
疑問を解決

５



サービス内容（政策目的への適合性）

参考   他 地域等 既 確⽴     優良         

■甲賀市
・ウェブでの位置情報発信ページを作成し、アプリ、ブラウザの双方からアクセスし確認することが可能。
                 等            確認          利⽤者登録等  利⽤      

 利⽤ 係 敷居 低  利⽤促進        

5

【参考】甲賀市コミバスがロケーションサービスに対応します!（甲賀市HP）:https://www.city.koka.lg.jp/15976.htm
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サービス内容（政策目的への適合性）

（既存 優良   等 活用 際  ）地域独⾃ 創意⼯夫

本市          ⼦供  ⾼齢者  幅広 年齢層 利⽤                    閲覧   
   利⽤者 ⼿段 合           PC等⼿段を選択して確認できるようにウェブ上（ブラウザベース）に構
築し運⽤する。

6

    ⽥園都市国家構想推進交付⾦（令和３年度補正予算措置分）採択事業  関連性

また、将来的にはバス停等にデジタルサイネージ等で近接情報を表示することで、IT機器 利⽤   ⼈ 利⽤  
  ⼈ 問  情報発信              利⽤           

なし

７



サービス内容（政策目的への適合性）

事業 成果 複数年     計測     KPI（３ 年分）

KPI① バスロケーションシステムへのアクセス数 種別 アウトプット 単位 アクセス数

KPIの概要、測定方法               累計    数 
運⾏状況等 表示                等 確認 測定   

事業成果等の計測に
適  理由

   運⾏状況 確認                   必要      
また、バスロケーションシステムは本事業でのみ使⽤しているため、本事業の成果測定に適している。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
3,000 10,000 15,000
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KPI② 運⾏状況 関  電話問 合  件数 種別 アウトプット 単位 件/年

KPIの概要、測定方法 利⽤者  電話等      運⾏状況 関  電話 受  件数 
電話を受けた職員により記録する。

事業成果等の計測に
適  理由

             利⽤  人数 多   多    市 問 合     人数 減少   考       
（令和4年度実績 約40件）

2023年度末 2024年度末 2025年度末
12（R5.12 R6.3） 20 5

KPI③ 種別 アウトプット 単位

KPIの概要、測定方法

事業成果等の計測に
適  理由

2023年度末 2024年度末 2025年度末

【アウトプット指標（活動指標）】

８



サービス内容（政策目的への適合性）

事業 成果 複数年     計測     KPI（３ 年分）

KPI         利⽤者 満⾜度 種別 アウトカム 単位 ポイント

KPIの概要、測定方法              利⽤  人 5段階評価満⾜度 平均値 
     利⽤  後 任意 回答可能      画⾯ 表示  回答        測定   

事業成果等の計測に
適  理由

             利⽤ 満⾜  人数 多   多            利⽤促進 効果    考     
め。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
2.8 3.0 3.5
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KPI         利⽤者 種別 アウトカム 単位 人/年

KPIの概要、測定方法
市内 運⾏           年間利⽤者数 
白井市        運⾏ 際  利⽤者数 計測         値 利⽤   
〇直近 利⽤者数 56,167人（R4.4 R5.1）

事業成果等の計測に
適  理由

白井市地域公共交通網形成計画    市内 公共交通網 維持 利⽤者増 目標        
   既存 指標 年間 乗降客数等 把握     本KPI     年間 人数 計測   

2023年度末 2024年度末 2025年度末
70,000 72,500 74,900

KPI 種別 アウトカム 単位

KPIの概要、測定方法

事業成果等の計測に
適  理由

2023年度末 2024年度末 2025年度末

【アウトカム指標（成果指標）】

９



サービス内容（政策目的への適合性）

デジタル原則（構造改革のための基本原則）の遵守

9

 申請事業の実施にあたっては、デジタル原則（構造改革のための基本原則）を遵守して取り組む

第７層
新たな価値の創出

改革を通じて実現すべき価値
（    社会 形成     基本原則 ①     透明 ②公平 倫理 ③安全・安心 ④継続・安定・強靱 ⑤社会
課題の解決 ⑥迅速・柔軟 ⑦包摂・多様性 ⑧浸透 ⑨新たな価値の創造 ⑩飛躍・国際貢献）

アーキテクチャ 構造改革のためのデジタル原則

第６層
業務改革・
BPR／組織

原則①
デジタル完結・自動化原則

書⾯ 目視 常駐 実地参加等 義務付  ⼿続 業務         処理  
完結 機械  自動化 基本   ⾏政内部 含               対応
を実現すること。国・地方公共団体を挙げてデジタルシフトへの組織文化作りと
具体的対応を進めること。

第５層
ルール

原則②
アジャイルガバナンス原則
（機動的で柔軟なガバナンス）

⼀律  硬直的 事前規制            性能等 規定  達成 向  
⺠間 創意⼯夫 尊重           基  EBPMを徹底し、機動的・柔軟で
継続的 改善 可能          活⽤  政策 点検 ⾒直        
繰り返す、機動的な政策形成を可能とすること。

第４層
利活⽤環境

原則③
官⺠連携原則
（GtoBtoCモデル）

公共     提供  際 ⺠間企業 UI・UXを活⽤するなど、ユーザー目線で、ベ
      ⺠間 ⼒ 最⼤化  新  官⺠連携 可能      

第３層
連携基盤

原則④
相互運⽤性確保原則

官⺠ 適切     共有  世界最⾼⽔準      享受      国 地方公
共団体や準公共といった主体・分野間のばらつきを解消し、システム間の相互運⽤性
を確保すること。

第２層
データ 原則⑤

共通基盤利⽤原則
ID、ベースレジストリ等は、国・地方公共団体や準公共といった主体・分野ごとの縦割
 独自仕様      構築        官⺠ 広     共通基盤 利⽤  
とともに、調達仕様の標準化・共通化を進めること。第１層

インフラ

参考     原則 照   規制 ⼀括⾒直    （    臨時⾏政調査会）
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/cb5865d2-8031-4595-8930-
8761fb6bbe10/e3650360/20220603_meeting_administrative_research_outline_07.pdf 10



推進体制

庁内の推進体制

名称 役割

1 都市計画課⻑ • 事業実施責任者

2 都市計画課 • 事業全体         進捗管理 関係事業者等  調整市⺠  周知 広報

3 企画政策課
•     田園都市国家構想交付⾦ 係 申請事業を所管
•     田園都市国家構想交付⾦ 係 助⾔
• まち・ひと・しごと創生審議会等を活⽤した効果検証の実施

4 秘書課 • 市⺠  周知 広報

5

【各課室の役割】

10

都市計画課 企画政策課
情報提供・助⾔

申請内容の確認
都市計画課⻑

■事業実施主体
■関係事業者等との調整
■市⺠  周知 広報

秘書課
情報提供■市⺠  周知 広報

11



推進体制

事業推進体制

11

名称 役割

1 白井市 • 事業計画 ⽴案
• 契約・報告等の事業全般 管理

2   運⾏事業者
•    運⾏
• バスロケーションシステム導入及びに運⽤に関する

協⼒

3 ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ
導入事業者

• 仕様に基づくシステム設計
• システム運⽤・保守
• 運⽤における課題抽出

4
白井市
地域公共交通
活性化協議会

• 事業の評価、助⾔等

名称 役割

5
白井市まち・ひ

と・しごと創生審議
会

• 事業の評価、助⾔等

6

7

8

白井市

  運⾏事業者 ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ
導入事業者

連携

委託契約委託契約

検討段階検討段階

事業評価
助⾔ 等

■構成員
学識経験者 公共交通事業者 道路管理者 公安委員会 
公共的団体 市⺠ 関係⾏政機関 白井市関係課 等

白井市地域公共交通活性化協議会 検討段階

■構成員
学識経験者 商⼯業関係者 ⾦融機関 市⺠ 等

白井市まち・ひと・しごと創生審議会 検討段階

12



推進体制・PDCA

PDCAの実施体制

12

             導入  白井市地域公共交通計画              運⾏     ⾒直  ⼀
つに掲げており、当該計画の推進にあたり、白井市地域公共交通活性化協議会においてPDCAを実施する。
            創⽣審議会     産学 市⺠   多角的 視点   評価 ⾏  改善 図     

事業 効率的 効果的 推進 図  

PDCAの方法（有効性を高める⼯夫）

■協議会の位置づけ
地域公共交通活性化再生法第6条に基づく法定協議会

■構成員
学識経験者 公共交通事業者 道路管理者 公安委員

会 公共的団体 市⺠ 関係⾏政機関 白井市関係課 等

白井市地域公共交通活性化協議会

2023年度 2024年度 2025年度

白井市地域公共交通計画事業 併  年度   PDCAサイクルの考え方により推進する。
具体的には、アウトプット及びアウトカム指標として設定したKPIの4項目       運⾏状況等 勘案    総

合的 評価  翌年度 改善項目 決定   
   市⺠ 交通事業者 学識経験者等 多様 ⽴場 構成員   協議会 評価 ⾏       各視点  

様⽟ 意⾒ 聴取  有効性 ⾼    

評価
改善
計画

実施
評価
改善
計画

実施
評価
改善
計画実施

推進スケジュール

■構成員
学識経験者 商⼯業関係者 ⾦融機関 市⺠ 等

白井市まち・ひと・しごと創生審議会

13



事業計画（実装計画・運営計画）

実装計画（実装までのプロセス・スケジュール）

2023年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 2024年

1月 2月 3月

A）バスロケーション
システムの整備

（事業費 351.4万円）

A）市⺠向 周知広報
（事業費 0万円）

関係団体等との協議

仕様検討
システム構築

実装・運⽤

13

公告・入札
運⽤テスト

広報（広報誌・ホームページ・SNSなど）の実施

14



事業計画（実装計画・運営計画）

（全 単位 千円）

7114

実装計画（事業経費内訳）

別紙1-2「実装計画に係る事業経費内訳」のとおり

15



事業計画（実装計画・運営計画）

運営計画（中⻑期      ）

2023年度 2024年度 2025年度

バスロケーションシス
テムの改善・機能
拡充

ユーザー獲得に
向けた周知広報

システム実装・運⽤
利⽤状況 合   必要 

追加機能の検討

15

利⽤状況 合   必要 
追加機能の検討・実装

事前周知 広報 利⽤啓発 広報 利⽤啓発

16



事業計画（実装計画・運営計画）

（全 単位 千円）

7116

運営計画（収支予定）

別紙1-2「運営計画に係る収支予定」のとおり。
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申請者情報

別紙１ デジタル実装タイプ（TYPE1）実施計画

1

都道府県名 千葉県

市区町村等名 白井市

地方公共団体コード 122327

担当部局名 総務部 秘書課

責任者名（ふりがな）／役職 ⿑藤 祐⼆（さいとう    ）／秘書課⻑

担当者名（ふりがな）／役職 今井 貴⼦（いまい    ）／広聴 魅⼒発信係 係⻑

電話番号（代表・直通） 047-401-6913

メールアドレス miryoku@city.shiroi.lg.jp

マイナンバーカード申請件数
（2023年１⽉末時点） 44,829件

         申請率
（2023年１⽉末時点） 71.47％

R3補正「デジタル田園都市国家構想
推進交付⾦    実装    

採択事業数

TYPE1 0事業

TYPE2/3 ０事業 18



事業概要 【市⺠協働投稿    】

実施地域 千葉県白井市 事業費 468千円

実施主体 千葉県白井市 人口 62,845人（R4.12⽉末）

事業概要
地域 起    様々    課題（道路 公園施設 損傷等）            使  市⺠ 投稿  
    市⺠ 自治体 市⺠ 市⺠ 間 課題 共有 市⺠ 自治体 協働対応        効率的 課題
を解決するもの。

具体
サービス

【市⺠協働投稿    】
• スマートフォンアプリ「My City Report」を通じて

道路 公園施設 不具合箇所 気軽 投稿
できる環境を提供

•         位置情報 利⽤  場所 特定
 不具合箇所 写真 表示  不具合箇所 
説明 容易       項目 設定

• 投稿 受  不具合箇所 対応状況 webで
表示  市⺠ 課題 共有

※画像は「My City Report」ホームページより引用

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①アプリ「My City Report        累計数
②アプリ「My City Report」の投稿数

【アウトカム指標（成果指標）】
①市⺠協働投稿     満⾜度

2
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サービス内容（政策目的への適合性）

事業の実施によって解決を図る課題及び実現したい地域像

■事業の実施によって解決を図る課題

現在 市⺠   問 合    窓⼝ 電話       受 付      担当課 伝     時間     
いる状況である。
   状況確認    担当課  折 返 市⺠ 問 合   ⾏ 必要         対応          

課題となっている。
本    導⼊    直接 担当課 情報 届     道路等 不具合箇所 早期発⾒ 早期対応      

不具合箇所     現場 ⾏ 前 状況確認       対応状況 市⺠ ⾃治体間 情報共有       
    利便性 向上   上記課題 解決 図  

3

■事業の実施により将来的に実現したい地域像

 情報通信機器 中                保有率 ⾼      市⺠                    
気軽に活⽤できるツールとなっている。スマートフォンを⽤いて市役所とつながる⼿段を増やすことで、学⽣や⼦育て世代
   市政 関   少  層  市⺠参加 促  市 掲   市⺠参加 協働          実現 図  
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サービス概要

サービス内容

4

サービス名 市⺠協働投稿    事業費 468千円

ターゲット 市⺠

展開エリア 千葉県白井市

サービス内容（事業分野 ⑦          ）

            活⽤           道路
等 不具合箇所 具体的 投稿    
 投稿情報 共有化      不具合箇所 対応
状況をwebで確認することができる。
 市政    携       層  市⺠参加   
かけづくりとなる。

※画像は｢My City Report｣ホームページより引用 21



サービス内容（政策目的への適合性）

参考   他 地域等 既 確⽴     優良         

千葉市     （My City Report）」 ※画像  千葉市         引⽤
https://www.city.chiba.jp/shimin/shimin/kohokocho/chibarepo.html

5
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サービス内容（政策目的への適合性）

（既存 優良   等 活用 際  ）地域独⾃ 創意⼯夫

・スマートフォンアプリを⽤いて市役所とつながる⼿段を増やすことで、学⽣や⼦育て世代など、市政に関わりが少ない層
  市⺠参加 促  市 掲   市⺠参加 協働          実現 図    考     

6

    ⽥園都市国家構想推進交付⾦（令和３年度補正予算措置分）採択事業  関連性

なし
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サービス内容（政策目的への適合性）

事業 成果 複数年     計測     KPI（３ 年分）

KPI① アプリ「My City Report        累計数 種別 アウトプット 単位 ダウンロード数

KPIの概要、測定方法 市⺠協働投稿     提供         My City Report           累計数 
アプリストアにて確認し測定する。

事業成果等の計測に
適  理由

当     利⽤      当     申請 利⽤  必要      
また、当アプリは本事業でのみ使⽤しているため、本事業の成果測定に適している。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
50 200 400

7

KPI② ②アプリ「My City Report」の投稿数 種別 アウトプット 単位 投稿数

KPIの概要、測定方法 実際 当    投稿  人数  投稿管理       測定   

事業成果等の計測に
適  理由

道路等 不具合箇所     問 合   年間約500件   当     投稿件数 多    市⺠参加 推 
進められると考えられるため。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
30 50 100

KPI③ 種別 アウトプット 単位

KPIの概要、測定方法

事業成果等の計測に
適  理由

2023年度末 2024年度末 2025年度末

【アウトプット指標（活動指標）】
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サービス内容（政策目的への適合性）

事業 成果 複数年     計測     KPI（３ 年分）

KPI 市⺠協働投稿     満⾜度 種別 アウトカム 単位 ポイント

KPIの概要、測定方法 市⺠協働投稿     利⽤  人 5段階評価満⾜度 平均値 
当    利⽤者       実施  測定   

事業成果等の計測に
適  理由

当     利⽤ 満⾜  人数 多   多    市⺠参加 推進 効果    考       
          任意 不満 点 記入              改善 図  

2023年度末 2024年度末 2025年度末
2.8 3.0 3.2

8

KPI 種別 アウトカム 単位

KPIの概要、測定方法

事業成果等の計測に
適  理由

2023年度末 2024年度末 2025年度末

KPI 種別 アウトカム 単位

KPIの概要、測定方法

事業成果等の計測に
適  理由

2023年度末 2024年度末 2025年度末

【アウトカム指標（成果指標）】

25



サービス内容（政策目的への適合性）

デジタル原則（構造改革のための基本原則）の遵守

9

 申請事業の実施にあたっては、デジタル原則（構造改革のための基本原則）を遵守して取り組む

第７層
新たな価値の創出

改革を通じて実現すべき価値
（    社会 形成     基本原則 ①     透明 ②公平 倫理 ③安全・安心 ④継続・安定・強靱 ⑤社会
課題の解決 ⑥迅速・柔軟 ⑦包摂・多様性 ⑧浸透 ⑨新たな価値の創造 ⑩飛躍・国際貢献）

アーキテクチャ 構造改革のためのデジタル原則

第６層
業務改革・
BPR／組織

原則①
デジタル完結・自動化原則

書⾯ 目視 常駐 実地参加等 義務付  ⼿続 業務         処理  
完結 機械  自動化 基本   ⾏政内部 含               対応
を実現すること。国・地方公共団体を挙げてデジタルシフトへの組織文化作りと
具体的対応を進めること。

第５層
ルール

原則②
アジャイルガバナンス原則
（機動的で柔軟なガバナンス）

⼀律  硬直的 事前規制            性能等 規定  達成 向  
⺠間 創意⼯夫 尊重           基  EBPMを徹底し、機動的・柔軟で
継続的 改善 可能          活⽤  政策 点検 ⾒直        
繰り返す、機動的な政策形成を可能とすること。

第４層
利活⽤環境

原則③
官⺠連携原則
（GtoBtoCモデル）

公共     提供  際 ⺠間企業 UI・UXを活⽤するなど、ユーザー目線で、ベ
      ⺠間 ⼒ 最⼤化  新  官⺠連携 可能      

第３層
連携基盤

原則④
相互運⽤性確保原則

官⺠ 適切     共有  世界最⾼⽔準      享受      国 地方公
共団体や準公共といった主体・分野間のばらつきを解消し、システム間の相互運⽤性
を確保すること。

第２層
データ 原則⑤

共通基盤利⽤原則
ID、ベースレジストリ等は、国・地方公共団体や準公共といった主体・分野ごとの縦割
 独自仕様      構築        官⺠ 広     共通基盤 利⽤  
とともに、調達仕様の標準化・共通化を進めること。第１層

インフラ

参考     原則 照   規制 ⼀括⾒直    （    臨時⾏政調査会）
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/cb5865d2-8031-4595-8930-
8761fb6bbe10/e3650360/20220603_meeting_administrative_research_outline_07.pdf 26



推進体制

庁内の推進体制

名称 役割

１ 秘書課⻑ • 事業実施責任者

２ 秘書課
• 関係するステークホルダーとの調整
• 市⺠向  周知 広報
• 事業全体         進捗管理

３ 企画政策課
•     田園都市国家構想交付⾦ 係 申請事業 所管
•     田園都市国家構想交付⾦ 係 助⾔
• まち・ひと・しごと創生審議会等を活⽤した効果検証の実施

４ 道路課 • 投稿に対する対応

５ 都市計画課 • 投稿に対する対応

６ 環境課 • 投稿に対する対応

【各課室の役割】

10

秘書課

企画政策課

道路課

都市計画課

環境課

秘書課⻑
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推進体制

事業推進体制

11

名称 役割

1 白井市
• 事業計画 ⽴案
• 報告書作成をはじめとする事業全般 管理、

統括業務内諾済

2
⼀般社団法人

社会基盤情報流
通推進協議会

• 協議会への参加
• システム設計
• 事業実施に係るノウハウの提供

3 東京⼤学 • 協議会への参加
• システム設計

4
合同会社

Georepublic
Japan

• 協議会への参加
• システム設計

名称 役割

5
株式会社アーバ

ンエックステクノロ
ジーズ

• 協議会への参加
• システム設計

6
白井市まち・ひ

と・しごと創生審議
会

• 事業の評価、助⾔等

白井市

⼀般社団法人社会基盤
情報流通推進協議会東京⼤学 合同会社

Georepublic Japan

My City Report コンソーシアム事務局（事業推進体制）

参画済

会員契約

参画済 参画済
株式会社アーバン

エックステクノロジーズ

参画済

■構成員
学識経験者 商⼯業関係者 ⾦融機関 市⺠ 等

白井市まち・ひと・しごと創生審議会 検討段階

事業評価・助⾔等
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推進体制・PDCA

PDCAの実施体制

12

当該事業 含     田園都市国家構想推進交付⾦ 活⽤  事業      白井市         創生
審議会 活⽤ 実施  産学 市⺠   多角的 視点   評価 ⾏ 改善 図     事業 効率的 効果
的な推進を図る。

PDCAの方法（有効性を高める⼯夫）

   利⽤者      結果 ⾒直 内容 踏  、KPIに基づき白井市まち・ひと・しごと創生審議会による効果検
証 毎年度実施  産学 市⺠   多角的 視点   評価 ⾏     事業 効率的 効果的 推進 図 。
    評価結果 踏   次年度事業 向  利⽤率 向上 満⾜度向上  改善 ⾏  有効性 ⾼    

2023（令和5）年度 2024（令和6）年度 2025（令和7）年度

・前年度事業の効果検証 ・前年度事業の効果検証
（前年度評価への対応状況を含む）

・前年度事業の効果検証
（前年度評価への対応状況を含む）

関係課等 定期的 報告会 実施  必要    運⽤方針 ⾒直  ⾏  

年1回 市⺠       実施  利⽤者   （改善点） 満⾜度 把握  運⽤方針等 ⾒直  ⾏  

■構成員
学識経験者 商⼯業関係者 ⾦融機関 市⺠ 等

白井市まち・ひと・しごと創生審議会
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事業計画（実装計画・運営計画）

実装計画（実装までのプロセス・スケジュール）

2023年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 2024年

1月 2月 3月

A）MyCityReport
アプリの導入
（事業費 47万円）

B）市⺠向 周知広報
（事業費 0万円）

アプリ改修
実装・運⽤

13

試⾏申込 試⾏運⽤ 運⽤方針検討

関係課等との協議

運⽤方針検討

広報（広報誌・ホームページ・SNSなど）の実施

入会申し込み

入会申し込み
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事業計画（実装計画・運営計画）

（全 単位 千円）

7114

実装計画（事業経費内訳）

別紙1-2「実装計画に係る事業経費内訳」のとおり
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事業計画（実装計画・運営計画）

運営計画（中⻑期      ）

2023年度 2024年度 2025年度

ユーザー獲得に
向けた周知広報

広報（広報紙、ホームページ、
SNSなど）の実施

15

※実装後２年間         範囲 拡充 提供    拡⼤      普及 向  取組        継続  
提供していくための具体的取組について記載すること

※不具合箇所 解消   市⺠満⾜度 ⾼     市 対応 充実を図る。

広報の実施、講習会の検討 広報の実施、講習会の検討
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事業計画（実装計画・運営計画）

（全 単位 千円）

7116

運営計画（収支予定）

別紙1-2「運営計画に係る収支予定」のとおり。
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申請者情報

別紙１ デジタル実装タイプ（TYPE1）実施計画

1

都道府県名 千葉県

市区町村等名 白井市

地方公共団体コード 122327

担当部局名 都市建設部建築宅地課

責任者名（ふりがな）／役職 藤川 敦史（ふじかわ    ）／建築宅地課⻑

担当者名（ふりがな）／役職 秋本 裕幸（あきもと     ）／建築宅地課 主査

電話番号（代表・直通） 047-401-4675

メールアドレス kenchikutakuchi@city.shiroi.lg.jp

マイナンバーカード申請件数
（2023年１⽉末時点） 44,829件

         申請率
（2023年１⽉末時点） 71.47％

R3補正「デジタル田園都市国家構想
推進交付⾦    実装    

採択事業数

TYPE1 0事業

TYPE2/3 ０事業 34



事業概要 【建築⾏政地図情報    導入事業】

実施地域 千葉県白井市(建築基準法施⾏令第148条第1項に係る建築
物又は⼯作物の関するもの） 事業費 3,674千円

実施主体 千葉県白井市 人口 62,845人（R4.12⽉末）

事業概要
窓口業務（建築計画概要書の写しの交付及び建築台帳記載証明書の交付業務）で提供するための建築

確認情報  建築⾏政地図情報     導入        証明書等 発⾏業務 電⼦化  的確  時
間短縮     可能    市⺠     向上効果 ⾒込     

具体
サービス

千葉県 県出先機関   他 ⾏政庁 多  導
入済の地図システムと建築確認情報をリンクすること
  検索性 向上   

【建築⾏政地図情報    】
• ICBA（（⼀財）建築⾏政情報    ）

共⽤データベースシステムのサブシステム

主な
KPI

【アウトプット指標（活動指標）】
①建築計画概要書の写しの交付
②建築台帳記載証明書の交付

【アウトカム指標（成果指標）】
①１件あたりの窓口待ち時間の短縮
②１件あたりの窓口待ち時間の短縮

2
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サービス内容（政策目的への適合性）

事業の実施によって解決を図る課題及び実現したい地域像

■事業の実施によって解決を図る課題

当市 限定特定⾏政庁    建築基準法施⾏令第148条第1項に係る建築物又は⼯作物の関するものを所管
    範囲内     建築確認 建築相談等 窓口業務 ⾏     
  他 建築物又 ⼯作物  既 同     導入済  千葉県及 県出先機関     効率的 窓口業務

 ⾏       同 市内 建築物又 ⼯作物     所管     提供   市⺠    （建築計画概要書
 写  交付及 建築台帳記載証明書 交付） 待 時間 異       
特 同     導入      当市     待 時間 ⻑            当市所管分 必要   市⺠

     不便 状況        解決 図    課題       

3

■事業の実施により将来的に実現したい地域像

当市内に存する建築物又は工作物に係る建築確認情報に関する窓口業務について、所管（県・県出先・市）ごと
 異  市⺠     平準化      利便性 向上    
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サービス概要

サービス内容

4

サービス名 建築計画概要書の写しの交付及び建築台帳記載証明書の
交付業務サービス 事業費 3,674千円

ターゲット 建築物 改修 建替  売買 ⾏   市⺠等 対  設計 施⼯ 仲介等   建築関係企業等

展開エリア 千葉県白井市（限定特定⾏政庁 所管範囲内）

サービス内容（事業分野 ①⾏政    ）

※申請事業の実施によって、建築確認情報（建築計画概要書の写しの交付及び建築台帳記載証明書の交付）の提供
時間 短縮   直接的 裨益            利便性 向上     ⼀⼾建  住宅流通 活性化     
よる間接的な裨益効果 ⾒込    

建築台帳記載証明書 建築計画概要書建築⾏政地図情報     画⾯

建築物の所在の検索が容易となり時間短縮が図れる
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サービス内容（政策目的への適合性）

参考   他 地域等 既 確⽴     優良         

千葉県 既 導⼊    建築⾏政地図情報    （通称          ）  ICBA（（⼀財）建築⾏
政情報センター） 建築情報共⽤                     効率的 窓口業務 ⾏  いる。本事
業で導入予定のものは、これらを参考としている。

5

通称           操作画⾯ 例

地図画面

建築物管理画面

建築物検索画面

ホーム画面
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サービス内容（政策目的への適合性）

（既存 優良   等 活用 際  ）地域独⾃ 創意⼯夫

既存 優良   等 活⽤      導⼊    低廉化 実現    当市内 存  建築物又 工作物 
係る建築確認情報 関  窓口    提供時間  千葉県及 県出先機関 同等       異     市
⺠サービスを平準化    利便性 向上   

   維持管理                  活   低廉化 期待   将来的  本格運⽤ ⾒込  
る指定確認検査機関   電⼦報告    建築確認 情報 紐付  容易     拡張性 ⾒込    

6

    ⽥園都市国家構想推進交付⾦（令和３年度補正予算措置分）採択事業  関連性

なし
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サービス内容（政策目的への適合性）

事業 成果 複数年     計測     KPI（３ 年分）

KPI① 建築計画概要書の写しの交付 種別 アウトプット 単位 交付件数

KPIの概要、測定方法 過去３年 交付実績 平均件数 上回    各年度   活動指標   設定  窓口  交付件数 累計数 台
帳にて確認する。

事業成果等の計測に
適  理由 受付番号 台帳管理    取得    成果測定 適    。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
130 260 390

7

KPI② 建築台帳記載証明書の交付 種別 アウトプット 単位 交付件数

KPIの概要、測定方法 過去3年 交付実績 平均件数 上回    各年度  活動指標   設定  窓口  交付件数 累計数 台帳
にて確認する。

事業成果等の計測に
適  理由 受付番号 台帳管理    取得    成果測定 適    。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
130 260 390

KPI③ 種別 アウトプット 単位

KPIの概要、測定方法

事業成果等の計測に
適  理由

2023年度末 2024年度末 2025年度末

【アウトプット指標（活動指標）】
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サービス内容（政策目的への適合性）

事業 成果 複数年     計測     KPI（３ 年分）

KPI 建築計画概要書の写しの交付待ち時間 種別 アウトカム 単位 分/件

KPIの概要、測定方法 現在の待ち時間は１５分で、本サービスにより3割程度 時間短縮 成果指標   設定   
    開始  終了   処理時間  職員間 計測   

事業成果等の計測に
適  理由

住⺠ 事業者 負担      
窓口サービス提供時間の平準化（短縮）を目的としているため。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
１０ １０ １０

8

KPI 建築台帳記載証明書の交付待ち時間 種別 アウトカム 単位 分/件

KPIの概要、測定方法 現在の待ち時間は１５分で、本サービスにより3割程度 時間短縮 成果指標   設定   
    開始  終了   処理時間  職員間 計測   

事業成果等の計測に
適  理由

住⺠ 事業者 負担      
窓口サービス提供時間の平準化（短縮）を目的としているため。

2023年度末 2024年度末 2025年度末
１０ １０ １０

KPI 種別 アウトカム 単位

KPIの概要、測定方法

事業成果等の計測に
適  理由

2023年度末 2024年度末 2025年度末

【アウトカム指標（成果指標）】
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サービス内容（政策目的への適合性）

デジタル原則（構造改革のための基本原則）の遵守

9

 申請事業の実施にあたっては、デジタル原則（構造改革のための基本原則）を遵守して取り組む

第７層
新たな価値の創出

改革を通じて実現すべき価値
（    社会 形成     基本原則 ①     透明 ②公平 倫理 ③安全・安心 ④継続・安定・強靱 ⑤社会
課題の解決 ⑥迅速・柔軟 ⑦包摂・多様性 ⑧浸透 ⑨新たな価値の創造 ⑩飛躍・国際貢献）

アーキテクチャ 構造改革のためのデジタル原則

第６層
業務改革・
BPR／組織

原則①
デジタル完結・自動化原則

書⾯ 目視 常駐 実地参加等 義務付  ⼿続 業務         処理  
完結 機械  自動化 基本   ⾏政内部 含               対応
を実現すること。国・地方公共団体を挙げてデジタルシフトへの組織文化作りと
具体的対応を進めること。

第５層
ルール

原則②
アジャイルガバナンス原則
（機動的で柔軟なガバナンス）

⼀律  硬直的 事前規制            性能等 規定  達成 向  
⺠間 創意⼯夫 尊重           基  EBPMを徹底し、機動的・柔軟で
継続的 改善 可能          活⽤  政策 点検 ⾒直        
繰り返す、機動的な政策形成を可能とすること。

第４層
利活⽤環境

原則③
官⺠連携原則
（GtoBtoCモデル）

公共     提供  際 ⺠間企業 UI・UXを活⽤するなど、ユーザー目線で、ベ
      ⺠間 ⼒ 最⼤化  新  官⺠連携 可能      

第３層
連携基盤

原則④
相互運⽤性確保原則

官⺠ 適切     共有  世界最⾼⽔準      享受      国 地方公
共団体や準公共といった主体・分野間のばらつきを解消し、システム間の相互運⽤性
を確保すること。

第２層
データ 原則⑤

共通基盤利⽤原則
ID、ベースレジストリ等は、国・地方公共団体や準公共といった主体・分野ごとの縦割
 独自仕様      構築        官⺠ 広     共通基盤 利⽤  
とともに、調達仕様の標準化・共通化を進めること。第１層

インフラ

参考     原則 照   規制 ⼀括⾒直    （    臨時⾏政調査会）
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/cb5865d2-8031-4595-8930-
8761fb6bbe10/e3650360/20220603_meeting_administrative_research_outline_07.pdf 42



推進体制

庁内の推進体制

名称 役割

1 建築宅地課⻑ • 事業実施責任者

2 建築宅地課 • 事業全体のマネージメント・進捗管理 窓口対応業務

3 秘書課 • 市⺠向  周知 広報

4 企画政策課
•     田園都市国家構想交付⾦ 係 申請事業 所管
•     田園都市国家構想交付⾦ 係 助⾔
• まち・ひと・しごと創生審議会等を活⽤した効果検証の実施

5

【各課室の役割】

本事業 実施     庁内横断的 連携  事業 推進 効果検証 市⺠向  周知等 ⾏    

10

秘書課

建築宅地課 企画政策課建築宅地課⻑
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推進体制

事業推進体制

11

名称 役割

1 白井市
• 事業計画 ⽴案
• 報告書作成をはじめとする事業全般 管理 

窓口対応業務 実⾏

2 （⼀財）ICBA • システム運営

3
白井市まち・ひ

と・しごと創生審議
会

• 事業の評価、助⾔等

4

名称 役割

5

6

7

8

白井市 （⼀財）ICBA

（システム体制）

検討段階
委託契約

■構成員
学識経験者 商⼯業関係者 ⾦融機関 市⺠ 等

白井市まち・ひと・しごと創生審議会 検討段階

事業評価・
助⾔等
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推進体制・PDCA

PDCAの実施体制

12

当該事業 含     田園都市国家構想推進交付⾦ 活⽤  事業      白井市         創生
審議会 活⽤ 実施  産学 市⺠   多角的 視点   評価 ⾏ 改善 図     事業 効率的 効果
的な推進を図る。

PDCAの方法（有効性を高める⼯夫）

交付に係る待ち時間等を実測し、KPIに基づき担当課の評価も踏まえ、まち・ひと・しごと創生審議会を活⽤した効果
検証 毎年実施  産学 市⺠   多角的 視点   評価 ⾏     事業 効率的 効果的 推進 図 。
    評価結果 踏   次年度事業 向  窓口運営 更  効率化 利⽤数向上    周知等  改善 
⾏  有効性 ⾼    

2023（令和5）年度 2024（令和6）年度 2025（令和7）年度

・前年度事業の効果検証 ・前年度事業の効果検証
（前年度評価への対応状況を含む）

・前年度事業の効果検証
（前年度評価への対応状況を含む）

担当課⻑ 担当者     自⼰評価 実施及 客観性 担保  事業 評価 分析 ⾏  

■構成員
学識経験者 商⼯業関係者 ⾦融機関 市⺠ 等

白井市まち・ひと・しごと創生審議会
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事業計画（実装計画・運営計画）

実装計画（実装までのプロセス・スケジュール）

2023年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 2024年

1月 2月 3月

A）建築⾏政地図情報
システム導入業務委託
（事業費 178.2万円）

B）建築計画概要書の
電⼦化等業務委託
（事業費 189.2万円）

C）住⺠向 周知広報
（事業費 0万円）

仕様検討

システム構築

実装・運⽤

13

随意契約⼿続

運⽤テスト
仕様検討

スキャニング及び中間ファイル作成

随意契約⼿続

必要に応じて事前周知・広報の実施

⼀括投入
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事業計画（実装計画・運営計画）

（全 単位 千円）

7114

実装計画（事業経費内訳）

別紙1-2「実装計画に係る事業経費内訳」のとおり
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事業計画（実装計画・運営計画）

運営計画（中⻑期      ）

2023年度 2024年度 2025年度

窓口対応

住⺠向 
周知広報

必要に応じて事前周知・広報の実施

15

記載例

PDCA
評価

PDCA
評価

PDCA
評価
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事業計画（実装計画・運営計画）

（全 単位 千円）

7116

運営計画（収支予定）

別紙1-2「運営計画に係る収支予定」のとおり。
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